
令和７年度補正予算 重点支援地方交付金の活用状況について
長野県中野市市

交付限度額 ６億9,113万円

うち令和７年度 交付決定額 ６億9,113万円（100％）

うち令和８年度 交付決定額 ―

残額 0円（0％）

■実施状況

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度を記載（詳細は別途実施計画をご覧ください）

事業者支援

◆～燃料・物価高騰等に対応する生活支援～【第６弾 中野市地域支え合い商品券事業】 事業費：４億３，２８７万円
※食料品特別加算を活用
エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者支援のため、全市民に商品券（使用期限：令和８年５

月まで）を１人当たり１万円分を配布。

◆学校給食費高騰対応事業 事業費：２，８９８万円
保護者負担なく、学校給食の提供を円滑に実施するため、物価高騰分の給食費（賄材料費）に交付金を充当。

◆中野市物価高騰対応重点支援水道基本料金無償化事業（第２弾） 事業費：４６，５７７万円
市内の水道契約者（住民・事業者）に対して、令和８年６月～９月の検針分の４か月の水道料金のうち基本料金部分につい

て、料金を減免。

生活者支援

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定

＜令和８年３月時点＞

◆低所得のひとり親子育て世帯生活支援特別給付金給付事業 事業費：４４１万円
低所得のひとり親世帯に対し児童１人あたり１万円を支給し、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者

を支援。

◆物価高騰対応子ども食堂等支援事業 事業費：１３０万円
物価高騰の影響が長期化する中、子ども達の健やかな成長を応援し、また、地域コミュティの維持等に資する「子ども食

堂」及び「子どもの居場所」の運営（主に食材費）支援。


